
様式第３

経営革新計画の実施状況報告書

年 月 日

栃木県知事 様

住 所

名 称 及び

代表者の氏名 印

（電話）

（ＦＡＸ）

（担当者の氏名）

年 月 日付けで承認を受けた経営革新計画の 年度の実施状況を別紙のとおり報告

します。

・計画承認日：平成 年 月 日

・計 画 期 間：平成 年 月～平成 年 月

・創 業 年 月： 年 月

・決 算 月： 月

・資 本 金： 千円

添付書類

１ 承認された経営革新計画「申請様式第１の別表２（実施計画と実績）」に実績を記入したもの

２ 承認された経営革新計画「申請様式第１の別表３（経営計画及び資金計画）、別表４（設備投資計

画）」に実績を朱書き訂正したもの

※《別紙》「申請書様式第１の別表２、別表３のご記入にあたって」を参照して記載してください。

（備考）

１ 記名押印については、氏名を自署する場合、押印を省略することができる。

２ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。



様式第３の別紙１（対象全企業）

１ 今後、実施項目及び付加価値額が計画通り達成できますか。該当するものに○印をつけてください。

（１）実施項目が計画通り実施できます（できました）か。（申請書別表２参照）

ア．計画通りできる。

イ．計画通りできない。

（２）付加価値額の伸びが計画通り達成できます（できました）か。（申請書別表３参照）

ア．計画通り伸びる。

イ．計画通りでないが伸びる。

ウ．計画通り伸びない。

（３）経常利益の伸びが計画通り達成できます（できました）か。（申請書別表３参照）

※平成１７年４月以降に承認された中小企業等のみ回答してください。

ア．計画通り伸びる。

イ．計画通りでないが伸びる。

ウ．計画通り伸びない。

２ １の回答を踏まえ、これまでの成果や今後の課題などを記載してください。

・これまでの成果

・今後の課題・対策

※フォローアップについて

目標達成や課題解決のために必要な専門家の派遣（原則無料）を行っています。派遣を

希望される企業は「経営革新計画フォローアップアドバイザー派遣申込書」に記載して

送付してください。



３ これまで活用した支援策について ※該当する欄に○をつけてください。

希望して

いたが

活用しな

かった

希望して

いたが

活用でき

なかった

希望通り

活用した

当初希

望してい

なかった

が活用し

た

支援制

度をしら

なかった

経営革新支援対策費補助金※１

栃木県制度融資（新事業開拓支援資金）

政府系金融機関

からの低利融資

㈱日本政策金融公庫中小企業事業

（旧 中小企業金融公庫）

㈱日本政策金融公庫国民生活事業

（旧 国民生活金融公庫）

㈱商工組合中央金庫

（旧 商工組合中央金庫）

信用保証の別枠

小規模企業者等設備導入資金助成法の特例

設備投資減税

留保金課税の特例※２

欠損金の繰戻還付※３

新規・成長分野雇用創出奨励金※３

基盤人材確保助成金※３

雇用創出等能力開発助成金※３

特許関係料金減免制度※４

その他（支援策名記入）

（ ）

※１ 平成１８年度から「ものづくり技術強化対策費補助金」となっています。

※２ 平成１７年度から支援策に加わったものです。

※３ 平成１７年度に廃止となっています。

※４ 平成１６年度から支援策に加わったものです。



４ 支援策を希望したが活用できなかった企業について

上記３において「支援策を希望していたが活用できなかった」と回答された企業については、活

用できなかった理由は何ですか。該当するものに○をつけてください。

（１） 経営革新支援対策費補助金

事業完了後に補助金が交付されるため

自己負担（資金）が必要なため

募集時期が事業スケジュールと合わなかったため

実際に必要な経費と補助対象経費が合わなかったため

申請したが不採択となったため

その他（ ）

（２） 栃木県制度融資、政府系金融機関からの低利融資

担保不足

第３者保証人の不在

事業計画に問題

その他（ ）

（３） 信用保証の別枠保証

担保不足

第３者保証人の不在

事業計画に問題

その他（ ）

（４） 税制

生産額等の減少要件を満たさなかったため

利益が出なかったため

その他（ ）

５ 今後希望する支援策などご意見等があれば記入してください。

（１）新規の販路開拓・販路拡大を図るために、どのような支援策があればよいか。

（２）経営革新支援策について改善すべき点

（３）その他


